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1．はじめに
　アセア・ブラウン・ボベリ（Asea　Brown　Boveri；ABB）の事例は、
多くの日本企業が抱えている、すなわち成熟期にどのように企業を成長さ
せるのかという経営戦略と経営変革について、多くの示唆を与えてくれる
のではないかと思える。疾弊し、旧態以前とした企業を、起業家精神あふ
れる競争力のある企業へと見事に変革したことから、ABBは多くの企業
が見習うべき基本ビジネスモデルの範例となった。
　世界で活動する大企業の宿命である基本パラドックスの止揚に正面から
取り組み、世界規模で事業を展開することから得られる規模と「効率」、
多くの市場との接点からの情報の「迅速」な共有と活用、「スピーディ」
な意思決定を実現しようと試みているネットワーク・マネジメント・シス
テムの一事例として考察する。
H．ABBの経営理念・目標
　1988年の合併時に作られた「ポリシー・バイブル」に、全社員が共有す
べき目標や方針が示めされている。「使命、価値観、政策」と呼ばれ、数
年後のあるべき姿、社員の行動規範が規定されている。これは世界45ヵ国
語に翻訳され、これに基づいた同一性がより求められている。これには、
企業の理念、組織の方針、そしてグループ会社の経営者達に期待されてい
る経営管理の方法が明確かつ正確に記載されている。マネジャーの最も重
要な役割としてr新しいマネジャーを支援し指導すること」であると定義
付けている。技術的なルールだけではなく、環境政策や製品の相互購入の
考え方、節度ある労使関係などについて具体的に説明し伝えている。買収
企業の統合、人材の育成・登用に関するルールも明記されている。全員が
これを読み、理解し、共感しなければならない。これによって国境を越え
て世界で共に働くことができるのである。基本知識の共有が統一的に浸透
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できるようなシステムを組み込んでいる。
　　「個人と集団とは互いに自信と尊厳と信頼を持って関わり合い・柔軟で
オープン、かつ寛容であるべき」という期待を明確に表している。「効果
的なチーム・プレーヤーであること、つまり矛盾を調整し、相互にサポー
　トし、コンセンサスに導く人材」たるよう、明確に要求している。
　経営哲学の基本にrカスタマー・フォーカス」という顧客重視の思想を
置き、すなわち顧客の二一ズを最上位に考えるのである。いたるところで
見られる標語は、「Every　look　matters」（顧客から片時も目を離すな）で
ある。顧客満足の大きな柱は、何といってもスピードである。何より素早
い経営判断、そして迅速な行動が必要になる。
　利益だけではなく、使命感、誇りを持たせることが特に重要であり、人
材育成を最優先する。利益のためという以上の何かを行っていることが大
切である。とりわけ、世界に通用する管理者の育成に重点を置いている。
彼らに求められているのは、国際的な視野を持ち、異文化を尊重すること
だ。そのためには、管理者になりたてのころに海外勤務を経験させること
、が役に立つ。数ヵ国で実務を実際に担当してみることほど、優れた研修は
ない。
　世界各国で統一した企業文化が不可欠で、国籍を問わず、共通の信念、
共通のビジョン、共通の方針を持ち、企業文化を信じなければならない。
リーダーは、部下に対して会社のビジョンを明確にし、方向性を示し、誇
りを持たせるべきである。
　企業目的は、「経済成長、生活水準向上を、世界中のすべての国で実現
する」である（グロービス訳，1999，p．261）。
　目標売上高営業利益率は10％で、目標株主資本利益率は22％であるが、
まだ目標には達していない。すなわち経営革命は完成していない。成長に
向かって進めであり、行動しなければ何も変わらないのである。当時社長
で後に会長になったパーシー・バーネビック（Percy　Bamevik）は、「早
ければ勝者になれるが、大きければ勝者になれるというわけではない。し
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かし、大企業が早くなると危険である」と語っている（石倉訳，1996，
P．259）。
　理念は「世界においても各地においても、すばやく反応して行動する」
ことで、r技術、エンジニアリング、及び財務サービスを創造的に運用す
ることにより、顧客が二一ズを満たすことを支援することです。特に目標
とするのは、エネルギーを活性化させて、安全かつクリーンに、財務的に
無理なく、そして持続可能な方法で、生産の業績を向上することです。事
業活動すべてにおいて知識とサービスの内容を増やすことは、現在および
将来において、価値を付加するための鍵となります。この使命の実現に成
功すれば、社員や顧客や株主の利益に最大限に貢献することになり、
ABBの関係者全体の信頼に応じえることになります」（http：〃www．abb．co．
lp／globaV）．
　経営理念は、顧客を最も重視したgloba1企業のあるべき姿を明確に規定
しているが、今後具体的にどのように実践するのか、その成果は満足でき
るものであるのかはまだ定かでない。
皿．ABBの経営資源
　1988年に、重電メーカーのAsea（1883年創立アセア、スウェーデン）
とBrown　Bove血（1891年創立ブラウン・ボベリ、スイス）が合併して、
ABBが誕生した。本社はス、イスのチューリヒ（Zurich）で、ヨーロッパ最大
の重電、エンジニアリング会社となった（r日経ビジネス』1994．L24，
p．13）。バーネビックは経営改革を断行して、ABBを含むスウェーデンの
ウォレンバーグ（Wallenberg）・グループ（1）の総師ともなった。ウォレン
バーグ家は支配権を失いたくなく、議決権や上場市場が異なる4種類の株
式を創設していたが、99年6月、やっと株式の一元化が実現し、開放型の
企業統治に向けた改革を加速し始めた。
　合併した時にすべてが変わった。当時の環境の中で、どんな会社が良い
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のか、どんな組織にするべきかという観点で考え、すべてを最初から作り
直して、変身したのである。合併後、大幅な改革を大胆に実施し、順調に
業績を上げてきた。
　97年に業績が低迷し、欧米で1万人を削減した。短期間で回復し、99年
には業績低迷を抜け出し、復活した。リストラによる大変身である。ハイ
テク企業への脱皮のため、コストダウンを狙って通貨危機の渦中にあった
アジアに生産拠点を移転する強気の計画で、業績を立て直した。ABBの
将来はアジアにあるとして、アジア市場戦略を重視して積極的に展開して
きた。合併時従業員数218，000人であったが、161，430人（99年）にまで削
減した。ヨーロッパ、北米の社員を54，000人削減し、アジア太平洋地域で
は、ほとんどゼロの状態から46，000人の組織を作り上げた。業種は資本財
（機械・エンジニアリング（Engineehng））で、99年のキャッシュフローは
24億ドルで、世界120位となった。
　中核だった重電と決別し、情報技術を活用した製造工程システムや金融
サービスを柱に育て、99年12月期の純利益は過去最高を更新した。この収
益改善はアジアなど世界景気の回復に助けられた面もある。大胆な事業再
構築と金融分野への進出である。GEを意識してか、ここ2年間で事業内
容を劇的に変えた。かつてABBが誇っていた伝統的な事業が次々に消え
て行った。
　発電機器部門では、99年3月、原子力発電を除く発電機部門を本体から
根こそぎ分離し、ライバルの英仏アルストムと統合、発電機は当時売上高
の4分の1を占める最大部門とあって、社内外に強い衝撃が走った。99年
12月、原発事業も英BNFLへ売却、最大の発電機部門は完全に姿を消した。
　鉄道車両製造からも撤退した。96年に、ダイムラークライスラーの鉄道
車両部門と統合して設立したアドトランツ社の合弁を解消した。
　その一方で、狙いをつけた分野での買収に乗り出す。オートメーション
部門では、98年秋にイタリア系で成長分野である計測・制御機器メーカー、
エルサグ・ベイリーを21億ドルで買収した。製造工程システムや機器を扱
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　図表2　ABBの経営効率推移
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うオートメーション部門は、前期で売上高の3割を占め、最大部門に成長
した。金融サービス部門は、99年1月米エナジー・キャピタル・パートナー
ズを買収、99年8月ベルギーのケンパー・ヨーロッパ再保険を買収し、こ
れらの中堅金融機関の買収により、営業利益の15％を占めるまでになった
（日経2000／3／6）。このように重電・重車両のというハードの事業から、
エンジニアリング・金融・サービスというソフトの事業へと積極的に転換
している。
　00年に入ってからは、1～9月の売上高は各国現地通貨ベースの合計で
前年同期比1％減るなど、収益が伸び悩んでいた。バーネビックの後を継
いで97年に就任したCEOのヨーラン・リンダール（G6ran　Lindah1）は、
わずか在職4年で00年に退任した。後任はヨンゲル・センターマン
G6rgen　Centeman，産業用ロボットや生産制御システムなどを扱う、オー
トメーション部門トップ）で、ITに優れた若い人に引き継ぐべき時が来た
と述べている。エンジニアリング産業の国際競争は一段と激化する気配が
あり、皿武装に生き残りをかける決意を示した。
　00年12月期の売上高は229億6，700万ドル（約2兆6，800億円）で、前年比
6％減、純利益は14億4，300万ドル（約1，680億円）で前年比6％増となっ
た。米国景気の減速が響き減収となり、利益は伸び悩んだ（日経2001／2／
14）。
　01年7月下旬に向こう1年半で全従業員の8％、12，000人削減の大規模
な合理化計画を発表した。上期業績悪化の直接の原因は、世界景気の減速、
米欧やアジアで配電機器や産業用制御システムの不振である。高コスト体
質があらわになった。しかも人員削減ばかりと反感を買っている。製品開
発、販売戦略など多くの努力が必要である。これまではIASを採用してい
たが、00年12月期に初めて米一般会計基準（GAAP）を導入した（日経
2001／8／21）。
　01年12月期は、産業用機器の受注が低迷し、減益になる見通しで、パー
シー・バーネビックは業績不振の責任を取り辞任し、後任に仏医薬大手ア
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ベンティスのユルゲン・ドルマンqtヒgen　Domam）会長が就任する
（日経2001／11／22）。世界景気の減速により、しかも会計処理の変更やアス
ベスト訴訟（asbestos　claims）の引当金などで13億4，000万ドルの特別損
失を計上し、6億9，100万ドルの赤字に転落した（『日経ビジネス』
2002．3．11，P．159）．
　しかもパーシー・バーネビックが、取締役会の知らぬところで、7，800
万ドル（110億円）の退職金を受け取っていたというスキャンダルが勃発
し、ウォレンバーグ家に批判が続出している（『日経ビジネス』2002．3．11，
pp．158－159）。退職金は、パーシー・バーネビック自身が決めていた。最
終赤字という経営不振で引責辞任したトップヘの巨額退職金支払いに対し
ては、従業員や株主はいきり立った。結局、退職金の6割を返還すること
に同意、株主総会に報告された。それでも、退職金は50億円近くに達する
（日経2002／3／18）。ドルマン会長は責任追及に消極的な姿勢をみせていた
が、社会的な批判が強かっただけに、チューリヒ州検察当局が背任の疑い
で捜査に乗り出した（日経2002／6／22）。
　このように厳しくなった状況下で、今後どのように収益を回復させ、再
び成長軌道にのせていくには、どのような戦略的革新を展開するのかを注
目したい。果たして本当に再び復活するのであろうか。
lV．ABBの経営戦略
1．創造と統制のネットワーク・マネジメント戦略
　相反するパラドックの両立を目指している。すなわち、相矛盾した目標
を同時に達成しようとする矛盾の哲学である。理論上は共存できると思わ
れても、実際にはバランスをとることがきわめて難しい課題に対して微妙
なバランスが維持されている。創造と統制という相矛盾する原理をネット
ワークという枠組みで、統合的にマネジメントしようとする戦略である。
　情報への感度を磨き、自主的に情報を発信・共有するというような人間
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の意識や行動を変革する動きについては、時間をとり、順序立てて、段階
的に行っており、ここでもバランスがとれている。意思決定のスピードの
速さと、段階的にプロセスの順序を踏むことにも微妙なバランスが維持さ
れている。情報システムの導入による、意識や行動を変えることに意義が
あることを考えると、日本企業がABBに学べることは非常に多い。
　改革の背景として、アセアにおける企業変革の断行がある。70年代末ま
で世界のトップクラスの重電機器メーカーであったが、73年のオイルショッ
ク以降業績が低迷した。しかし、CEOに就任したパーシー・バーネビッ
クは、顧客志向組織、小人数の組織単位等の大胆な変革を実施し業績を改
善した。グローバルに展開するためには、地理的・技術的に補完関係にあ
るブラウン・ボベリと合併することになった（伊藤，1999，pp．361－362）。
　ボトムアップとトップダウンの双方向のコミュニケーション・プロセス
をとり、いかに長期的な競争優位性を築き守っていくかを、すべての階層
のマネジャーたちが議論できるようにデザインされている。
　トップの明確なビジョンと期待、協調的なマネジメントや相互の尊敬を
推進する一貫性ある方策、また「いつまでに、何を、どのようにして」を
明確にする強い倫理観などが必要である。価値観の共有は、共通のアイデ
ンティティや一体感、連帯意識を生み出し、それにより信頼と分かち合い
が生まれ、組織学習に不可欠な横方向の流れを支えるのである。
　「迅速に意思決定して10回のうち7回正しければ先延ばしにするよりい
い。唯一、受け入れられない行動は何もしないことだ」という「7－3ポ
リシー」を強調している（グロービス訳，1999，p．51）。
2．基本パラダイム変革戦略
　大企業の宿命である基本パラダイムとしては、以下の3っが提示されて
いる。
（1）小さな組織単位の大企業（To　be　Big　and　Sma11）
　ビックにしてスモール、少人数の多くの独立組織、そこで情報の共有と
一309一
紺野 剛
活用を重視するのである。大企業でありながら、小さな組織単位である。
小さなグループで中小企業特有の活力を発揮させる。大企業と小企業との
相矛盾する長所を引き出せる企業だけが、今後生き残れる。
　40のBusiness　Area（事業部門）、1，300グループ企業（子会社約1，000社）、
世界100ヵ国（地域を含めて150ヵ国）に200人規模で展開している現地法
人の集合体である。従業員数から見れば、間違いなく巨大企業であるが、
実際の行動単位は、非常に小さい小組織に分かれている。
　小さな組織が、その地域の仕事に責任を持ち、顧客の要望に確実にこた
えることができる。分権的な組織では、自分が努力さえすれば、会社の業
績が向上したことがすぐに分かる。それは社員の士気を高め、仕事の生産
性を向上させることにつながる。小企業が持つ柔軟性や機敏性を持ち合わ
せることが必要である。顧客と密接な関係を築けて、社員それぞれが企業
家精神を持てる自律分散型組織を構築しなければならない。
　このように分権化政策に従っている。各国の事業会社は、かなり小規模
なものであり、平均従業員数は約200人、売上げは約5，000万ドルである。
各企業は4～5のプロフィットセンターに分けられ、それぞれのプロフィッ
トセンターの従業員数は約50人、売上げは約1，000～2，000万ドルとなる。
可能なところでは必ず独立法人となっている。これほどにまで多数の小さ
な企業体を作った基本目的とは、社員が「大企業に所属しているという誤っ
た安心感」を持たないように、そして「自分の組織の成功に直接貢献する
というやる気と誇り」をもつようにすることだ。言い換えると、組織設計
全体が個人のアイデンティティ、誇り、コミットメント、不安感の要素を
取り混ぜて設計されており、それによって社員の仕事における行動を方向
づけている（グロービス訳，1999，pp．167－168）。このように小さな会社
の集合体として経営しているのである。
　大企業は、財務や研究・調査といった分野を共通化して無駄を省くこと
ができる。サプライヤーと協力して、コストを低減し、納期を短縮するこ
ともできる。世界的規模で展開するには膨大な投資が必要であり、したがっ
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て規模が大きいことも必要となる。資金調達が地球規模で実施でき、技術
開発に関してはR＆D額が大規模化し、情報収集網のためにはかなりの規
模が必要不可欠である。このように規模の優位性を最大限に活用する必要
性がある。
（2）グローカル（Gloca1）化（To　be　Global　and　Loca1）
　ABBのモットーは、“ABB　is　Global　Company　Local　Everywhere”（ABB
社はグローバル企業であるが、世界中のどこでもローカル事業に関与して
いる）である（土井，2000，p。155）。グローバルでローカル、グローバル
にしてローカルで、規模と効率のバランスを同時に生かす。「グローバル
に考え、ローカルに行動する」と考えられている。グローバルな次元とロー
カルな次元の問で合意が得られない場合、グローバルを推し進める。カン
トリーの利益よりも、常にグループの利益に基づいて意思決定する。ボー
ダーレスの世界にいるならば、グローバルな最大化が必要となる（挽，
2000，P．77）．
図表4　ABBのマトリックス組織構造
　　ビジネス・セグメント
　　　　（事業部門）
地域別
発電プラント 送変電・配電 産業用機器・建設システム 輸送用機器
???スウェーデン
　ドイツ
ガスタービン発
電プラント
火力発電プラン??
力発電プラン???
力発電プラ
ント
資源回収
大気汚染防止
ケーブル
配電用変圧器
高圧開閉装置
ネットワーク制???
システム
電力用変圧器
中圧配電機器
送電線
エネルギー事業
オートメーショ
ン・駆動装置
ロボット
プロセス・エン
ジニアリング
計測器装備
発動機
喚起装置
冷却装置
塗装
機関車
客車・貨車
鉄道敷設
複合輸送車両・
地下鉄
軽量鉄道車両
その他車両製造
鉄道敷設
顧客サービス
信号システム
???　米国
メキシコ
ブラジル
???????日本
韓国
タイ
（11事業領域） （9事業領域） （18事業領域） （8事業領域）
出所：『日経ビジネス』1994．1．24，p．15、1997．6．16，p．30より作成
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　合併発表2ヵ月後、40のBusiness　Areaから構成されるマトリックス組
織が構築された。多くのr地域」で、多種のr事業」を展開するので、マ
トリックス組織体制を採用した。ローカル性とグローバル性を併せ持つマ
トリックス組織だ。各地の顧客に対する責任をローカルにゆだねる一方、
戦略や技術といった部分をグローバルに進める体制である。
　カントリー・マネジャーは現地の顧客、従業員や日常業務の管理、つま
りローカルに徹することだ。これに対して、ビジネス・エリア（セクター）
・マネジャーは、自分の担当する事業領域については世界中の問題につい
て責任を負う（r日経ビジネス』1994．1．24，p．17）。事業部門は、製品の損
益や技術を、地域会社は人事や地域戦略を重点的にみている。意見が対立
した場合には、話し合いで解決する。違った立場や視点から議論すること
で、最適な意思決定ができるという信念がある。最終的には、ABB全体
にとって何が一番良い結果を生み出すかが基準になる（伊藤，1999，p．255）。
グローバル・マトリックス構造にこそ、複雑で相矛盾する業務環境を組み
入れる秘密があると信じている。
　各地域の社員は自分の顧客がどれだけ満足し、どれだけ不満を抱いてい
るかを実感できる。すなわち、地域密着型の経営が可能となる。運用は画
一化したものではなく、地域によって異なっている。たとえば、ドイツで
は権限委譲を進めているが、マレーシアでは、中央集権化を図っている。
しかも導入時50の事業部門であったが、10年間で36までに統合した。
　異文化融合の新しい企業文化を創るため、役員の多国籍化を進めた。社
外役員（たとえば日本人では、井出伸之、小林陽太郎）を受け入れ、トッ
プの交流を通じて、一流企業のrベストプラクティス」（最も良い経営手
法）を吸収しようという、あくなき欲求でもある。世界経済の一体化が進
み、多様な文化を企業の中に混在させることが必要になった。合併以来、
あらゆる経営チームを最低3ヵ国以上の国籍で構成してきた。各地域でど
のように行動すべきか理解でき、しかも国籍が違う人々が国境を越えて協
力していかなければならない。世界のどこででも多国籍チームのサポート
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が得られる企業、これこそが、絶えず発展を遂げうる企業である。たとえ
ば、ガスタービンの開発は22ヵ国から集まった技術者チームが担当した。
　「多国籍チーム」をつくることにより、世界共通の課題に対する理解と
洞察が深まるし、国境を超えた専門家の交流を通して優れた慣行を会社に
広めることもできる。グループを挙げて挑む世界随一の総合力であり、世
界各国に分散する工場を互いに競わせてコスト低減を図る。最もコストが
低く納期が短い工場から、各機器を調達して組み合わせる。調達工場の選
定をたつた数日間で決めてしまう。このようなボーダーレスぶりには拍車
がかかる。
　ABBでは、さまざまな国籍の社員が一緒になって共同作業を行うこと
を特に奨励している。国境を超えた人的交流は、世界にまたがるネットワー
クを持つABBならではの特徴と言えるだろう。異なる文化を受け入れる
だけの包容力と、人材育成に力点を置いたリーダーシップを持たなければ
ならない。これからのリーダーは、社内の隠れた人材を見つけ出し、育成
し、活用してこそ、成功を収めることができる。
　コストダウンのためには、現地生産を進めている。当初赤字となるが、
ある程度は辛抱しなければならない。世界中で「地元企業」になる。世界
進出はリスク分散にある。一国から受ける経済的打撃をできるだけ小さく
しようとしているのである。「マルチ・カルチャー」、「マルチ・ドメスティッ
ク」であり、世界のあらゆるところで、地元の企業となることである
（『日経ビジネス』1996．8．19，p．63）。
　競争を前提とする最適地生産への特化を目指す。国際企業は地球規模で
交わされている貿易システムの潤滑油のようなものであり、国籍や文化の
ミックスが企業のグローバル化を助けている。社内公用語は英語と決めて
いる。すなわち企業言語は英語で、企業通貨は米ドルである。
（3）分権的な中央集権（To　be　Decentralized　with　Centralized　Reporting
andControl）
　中央集権的でありながら、かなり分権的でもなければならない。中央集
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権を重視しつつ、しかも分権的である。フラットな組織としてスピードを
重視する。すなわち権限を委譲し、スピーディな意思決定を可能にするの
である。社内階級はわずか4階級で可能な限りフラットにする。これによ
り、迅速な意思疎通、フィードバックが可能となる。組織の階層が少なけ
れば少ないほど、指示は確実に伝達され、フィードバックが速やかになる。
このように即断即決の経営を展開している。
　主な組織構造としては、以下の4段階で構成されている。EC
（Executive　Committee；エグゼクティブ・コミッティー）は、最高意思決
定機関で、社長と執行副社長7名の8人で構成される。トップ・マネジメ
ント・カウンセルは、ECメンバーと上級管理職の会議（年3、4回開く）
で、70人で構成されている。事業領域別の責任者であるBusiness　Areaマ
ネジャー50人と、国別の責任者であるカントリー・マネジャー136人の中
から主要メンバーが出席し、経営戦略などを話し合う。実働部隊である
pro丘t　centerは5，000あり、総従業員は218，000人であった。
　報告制度としては、毎月1回すべての平均50人規模のpr面t　centerから
P／L、B／S等のドールベースにより、事業分野別、国別、現地法人別の
業績を把握する。毎月10日には各データがインプットされ、数日後には月
次報告書が作成され、全世界からアクセス可能となる。世界各地のビッグ・
プロジェクトの進ちょく状況を時々刻々と追跡できるようになっている。
　トップ・マネジメントの責務ついては、戦略の決定が仕事の5％から
10％にすぎない。残りの90％から95％は、戦略の実行に移すことだ。効果
的な戦略実施を行ううえで重要となる経営方針や原則を強調する。現場の
マネジャーにビジョン、資源、刺激を与え、当事者意識を持って自由に実
行するよう奨励する。要するに、階層組織のトップダウンの傾向と、ボト
ムアップの強いイニシアチブと原動力のバランスをとることを狙っている
のである。そこで組織の下層部に起業家精神を植えつけることができる。
　ボトムアップとトップダウンの双方向のコミュニケーション・プロセス
をとり、いかに長期的な競争優位性を築き守っていくかを議論できるよう
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にデザインされている。
　本社人員はわずか171人にすぎず、99年7月現在約130人（小さな本社）
となり、究極の小さな本社が、競争力を生み出すのである。人事、技術、
財務担当社員はほとんど事業会社へと移籍された。本社人員は合併前に比
べて、9割減った。削減された社員は、3分の1が現場のプロフィットセ
ンターへ、3分の1は新たに分社化された社内サービス分野の新会社へ移
り、残りは余剰人員として解雇された（『日経ビジネス』1994．1．24，P．21）。
　いかに組織を動かすプロセスを確立するかが問われる。スピードと柔軟
性には密接な関係がある。速く動いている組織は、たとえ間違えても素早
く修正できる。スピード＝時問の短縮である。意思決定に十分な情報が集
まったら、すぐに実行しろというのがABBだ。
　92年12月から、「T－50」という生産時間を半分に短縮する活動を開始
した。工場の中に全員参加型で小集団をつくり、改善方法を検討し、納入
業者との交渉を現場従業員に任せ、部品納入時間を厳正化し、翌年8月に
は目標を達成した。T－50は顧客満足度の上昇へと結びつけられた（『日
経ビジネス』1994．1．24，pp．14－15）。
　小さくかつローカルで、極度に分権化された組織が基盤となり、その上
を大規模で世界規模の集中報告管理システムが覆っているような形態が必
要だった。この組織は個人の自発性を促し、個人の責任を明確にすること
を目的に作られていた（グロービス訳，1999，p．12）。
3．継続的な経営変革戦略
　90年代に成功してきたビジネスモデルが今後も成功するとは限らない。
日々変革を続けなければ、新しい経営環境には適応できない。
（1）事業再構築戦略
　新生ABBは、M＆Aにより総額60億ドルで150社超を傘下に収めた。この
ように、事業再構築（Restmcturing，組替え）を実施した。重電事業依存
体質から脱却し、知識・サービス関連事業への拡大戦略である。低成長分
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野から高成長分野へのシフト、同時に西欧という低成長市場から北米やア
ジアなどの新興地域、つまり高成長市場に出て行き、浸透を図る。
　合併や買収などを続け、微妙な関係をうまくマネージしている。89年ウェ
スチングハウスの送変電・配電事業の一部門を買収した。その後業績が劇
的に変化していったのである。権限委譲と密なコミュニケーションを徹底
するという企業文化こそが、この組織を活性化させたのである（グロービ
ス訳，1999，p．3）。生産性向上のために投資し、新技術を導入することで
再活性化した。買収によって戦略や事業運営は急に制限を加えることはな
い。ABBが何を目指し、どのようにそれを達成しようとしているのかに
ついて、述べている。ビジョンを明確に示すだけでなく、企業の中核とな
る価値観についても力説した。ABBの使命は、ただ販売するだけでなく、
世界中の生活水準を向上させ、自由競争と経済発展をもたらすものである。
このようにABBの経営標準化のやり方は群を抜いている。純利益の30％
から50％を親会社に配当するという方針もある。
（2）組織創造戦略
　組織に力を入れているのは、企業自体が真似できないユニークなものに
なるためなのである。組織変革を推進するためには、企業は社員にとって
誇りにできる仕事を持たせることが重要である。可能な限り簡素化し、現
地化させることである。フラットなマトリックス組織が最も特徴的である。
①マトリックス組織（matrb【organization）
　マトリックス組織は、地域別組織と事業別組織がグリッド構造となった
企業組織である。異なる市場環境に即応した製品開発やマーケティングを
展開することを目的としている。また、権限、管理、レビュー（報告）、
情報等は2系統存在することになる。異なるプロフィットセンターは、一
つは事業部門の系列に属し、もう一つは地域に属する。プロフィットセン
ターの長は、「事業部門・事業領域」と「地域・国」の2系統のマネジャー
の下に属する。プロフィットセンターの上には、50の事業領域別のビジネ
ス・エリア・マネジャー、その事業領域をまとめる事業部門担当の4人の
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執行副社長がいる。地域では、136の国別のカントリー・マネジャー、そ
して国の下に、法人格を持った1，300ほどのオペレーティング・カンパニー
がおかれ、米州、欧州、アジア・太平洋の地域別に3人の執行副社長がい
る。事業部門担当は規模のメリットを追求し、地域別担当は地域密着志向
を目指すのである（r日経ビジネス』1994．1．24，p．14）。
　グローバル・マトリックス上の地域と事業の軸を構成するマトリックス
組織は、事業と地域という2人のボスがいる。一つの課題を「地域」と
「事業」の2つの側面から監視するとともに、市場との接点に近いマネジャー
に権限を委譲し、同時に個人の責任を厳しく管理している。階層を減らし、
管理層の薄い極めてフラットな組織構造を構築した。マトリックス組織の
課題を克服するために、特命のプロポーザル・マネシャー制度等もある。
　企業問の連携を強化するための、ステアリング・コミッティー
（steehng　committee）制度を利用している。ステアリング・コミッティー
制度は取締役会のミニチュアで、各プロフィットセンターのトップに他の
グループ企業のゼネラルマネジャーや技術の専門家、財務の専門家などが
参加して、予算や戦略が決定される（伊藤，1999，p．366）。
②小さな本社化
　本社スタッフを削減して、本社主導のマネジメントから、最も顧客に近
い、あるいは技術に詳しいレベルにまで、権限を再配分した。そこで、大
企業の本社スタッフを150人までに削減できた。r90％ルール」として知ら
れるようになった、人材の配置に関するガイドラインを作成した。すべて
の本社スタッフのポストを90％削減し、その余剰人員を事業に直接貢献で
きる現場や、本体からスピンオフしたアウトソーシング企業に配属して、
付加価値のあるサービスを競争的な市場価値で提供するのか、もしくは退
社させるというものであった（グロービス訳，1999，p．34）。
　この結果として、人材の95％、研究開発予算の90％、借入能力や収益を
どれだけ内部留保するかによって決まってくる財務資源などの会社資源の
大部分を、事業会社が管理できるようになった。
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③国別から地域別組織
　93年の組織見直しで、国ごとだったローカルの責任を欧州、アジアといっ
た地域単位に持たせる仕組みを導入した。経済や市場の単位が国ごとから
地域へと変化してきたからだ。販売は地域で、3地域に統括本部設置、地
域ごとに最終的な意思決定ができるようにした。製造、R＆D、配送は事
業が責任を負う。地域と事業との利害の不一致をエグゼクティブ・コミッ
ティ・レベルでなくすことを目的としていた。
④キャプチャーチーム導入
　97年にマトリックス組織の進化として、「キャプチャーチーム」という、
r顧客をがっちりつかむ」という意味で、rキャプチャー」の名前をつけて
いる。全世界の組織から社員が集まり、協力体制を組む一それがキャプチャー
チームだ。狙いを定めた顧客を獲得するために、事業部門が主導権を握り、
臨機応変に生まれては解消される。このようにマトリックス内の各組織が
協力関係を結びやすくなる（『日経ビジネス』1997．6．16，pp．30－32）。
⑤地域別廃止、製品別組織に一元化
　98年9月の組織改正により、地域別管理の廃止、グローバリゼーション
により製品別に一元化（事業種類別）した。同社独特のマトリックス組織
を廃止し、製品別に一元化した。グローバル企業の一つのモデルと見られ
ていたが、「使命を終えた」と判断された。これによって、特定地域に責
任を負う副社長は一人もいなくなったのである。地域というボーダは消え
つつあると考えている。
　送変電・配電部門を送変電部門と配電部門に、産業機器・ビルシステム
部門をオートメーション部門、石油・ガス・石化、その他製品・据え付け
業務とに分割再編された。
⑥顧客業種別・製品別組織
　01年1月の社内組織の大幅刷新により、これまでの製品別部門を顧客で
ある企業の業種別に再編して、顧客の二一ズに迅速にこたえることにした。
組織改革をバネに、伸び悩んでいた収益のテコ入れを目指す構えだ。新設
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する顧客別部門は、素材産業、加工・消費、公益、石油・ガス・石油化学
の4つに集約した。顧客別部門は最終ユーザーに密着し、顧客の二一ズを
きめ細かくくみ上げる役割を担う。これまで5種類の製品別部門を電力技
術、オートメーション技術の2部門に削減する。両部門は顧客別部門と異
なり、広範囲な産業向けに製品を売り込む。情報技術を活用した生産工程
の自動制御システムを扱うオートメーション部門は、比較的新しい分野な
がら同社最大の収益源である。組織改革の結果、顧客に対する価値の実現
がより容易になり、成長を加速できると考えている（日経2001／1／15）。
図表5　顧客志向の新組織
Customers
External External
ChannelUtiIltlesProceSSManufacturlngOl ，Gas　andChanneIFinanClaI
Partners lndustriesand　ConsumerPetrochemIcalsPartnersSerVlces
lndustries
System System
lntegrators Group Processes htegrators
OEMs，etc． OEMs，etc．
Power　TechnoiogyProductsAutomatlon　TechnologyProducts
出所：http：〃www．abb。com／globa…／より作成
4．統合情報システム戦略一ABACUSとロータス・ノーツの共存
　ABACUS　（Asea　Bro㎜Boveri　Accounting＆Communication　System）
とロータス・ノーツを用いた情報共有システムを併用している。これによっ
て、世界レベルの効率・コスト・スピードを実現し、圧倒的な競争優位性
を構築することを目指している。ABACUSは、中央集権的で「規律」の厳
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しい、「統制」されたr現在までの実績」の管理システムであるのに対し
て、ロータス・ノーツを用いたシステムは、世界各地に分散する情報を
「自由」「スピーディに」やりとりすることで、「将来の」ビジネスの基盤
や競争優位性を構築しようとしている。ABACUSが、共通フォーマットや
全世界共通の期限で標準化を志向しているのに対して、ノーツのデータベー
スは、必要に応じて次から次に構築され、共有され、進化していく。グルー
プウェアは、マネジャー個人やグループにおいて活用され、流動性、柔軟
性が高い。ABACUSが基本的二一ズを満たす情報システムであるのに対し
て、ノーツはマネジャーをモチベートして、世界レベルでの活動を一歩進
めるためのシステムであるといえよう。この点では、個人の自主性を生か
すとともに、個人レベルでの権限と責任を重視するABBの理念が鮮明と
なっている。
　両者の統合システムが極めて重要な仕組みであり、性格の異なる両シス
テムが共存していることが必要不可欠である。「規律」と「自由」、「固定
的」と「柔軟性」、「決まった期限」と「いつでもどこでも」、「世界一律」
と「自由奔放」などは、理論上は共存できると思われても、実際にはバラ
ンスをとることがきわめて難しい。情報システムは統制と自由という二律
背反するコンセプトを併用して構築されている。
　ABACUSは、89年の予算立案に間に合わせて迅速に構築された。合併数
ヵ月で、システムを構築し、マトリックス組織のメリットを生かそうとし
ている。rなにしろスピードが第一」という信念を具現化している。重要
な部分のみを共有化し、まず始めてしまった点が興味深い。企業グループ
の第1の言語は英語、第2の言語がABACUSと位置付けられている。
　ABACUSは、本社の統制の強い管理システムであり、共通フォーマット、
標準化されたプロセスによって、グローバルな大企業を管理している。運
営の難しいマトリックス組織を動かし、プロフィットセンターを管理する
ためにつくられた。5，000に達するプロフィットセンターのマネジャーの
業績評価を厳しく行っており、大幅な権限委譲と個人への明確な責任体制
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を実現している。その意味では、小さな組織単位への分権化が実現される
ための手段である。このシステム設計の目標は、以下のとおりである（石
倉，1997，p．47）。
①報告する組織単位の負担にならないように簡単なデータ入力ができ、分
　散情報収集と確認を行う
②迅速で安全に情報を伝達し、処理する
③柔軟性のあるレポートを作成できる
④関連あるレポートがすぐ入手できる
　現地通貨で入力され、自動的に米国ドルに換算され、事業をモニターす
るために32の業績指標を用いて、予算と実績の比較をすることができる。
月次報告書では、受注高、売上高、製造原価、総原価、販売費および一般
管理費、配当可能利益、従業員数のデータが入力される。各コントローラ
が同時に迅速に利用可能なように、情報を入手するタイミングに関しても
ルールを定めている。しかも、すべてのマネジャーに、その範囲は権限と
責任によって異なるが、広範囲な情報が公表されている　（挽，2000，
PP．79－81）．
　ABACUSには・以下のような厳しいルールがある（石倉，1997，pp．47－
48）。
①目標、予算の変更を認めない
　各ビジネス・エリアは、世界レベルでの戦略計画をトップと直接交渉す
る。このプランに沿って、ビジネス・エリアと地域の目標が決まる。一方、
予算はビジネス・エリア・ユニットのマネジャーが、各ビジネス・エリア、
各地域の目標をベースにボトムアップ（bottom－up）で作成し、両方の上
司と折衝しながら、最初に作成する。意見が合わない場合には、交渉して、
合意させる。このように年間予算の全体と詳細が承認され、決定される。
予算は、一度決定されれば、変えられることはない。プロフィットセンター
のマネジャーは、⑦明確な目標と予算にコミットしていること、⑦期間内
に予算を達成することといった義務を負う。予算は、一方的な下からの積
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み上げ型であってはならないというのが、ABBの考え方である。執行副
社長が総合的に検討したうえで決めた目標は、マネジャーに下ろされ、マ
ネジャーは与えられた目標を達成するために、各プロフィットセンターに
目標を設定するというように、トップダウン型で決まっていく。
②期問厳守のlnput、Output
　決められた毎月10日までにデータがインプットされ、連結され、数日後
には、アウトプットされる。
③公式の報告チャネルであり、全世界共通のフォーマット使用
　それぞれの項目の意味、計算方法は詳細に規定されている。全社レベル
での研究開発を除いて、コストはすべてのビジネス・エリア・ユニットに
配分されており、プロフィットセンターレベルの業績がトータル・コスト
で明確に把握できる。管理会計目的では、資本コストが考慮され、減価償
却費の計算には取替価額を利用している。
　ビジネス・セグメント、国、国内の会社単位などいくつかのレベルで、
データを連結したり、細分化できる。ここまで詳細レベル業績を把握する
ことは、それ自体が各マネジャーに、その責任を明確に認識させる。フォー
マットや計算方式を共通化することによって、比較分析が可能となり、指
示なしに、自主的な改善、解決案のアクションを奨励することにもなる。
　ABACUSも常に変化を続け、柔軟性を増してきている。たとえば、メイ
ンフレームを中心に構築されたが、PC中心へと変わってきている。トー
タル・コストの配分のために、95年から5ヵ年計画で、地域、国へと
ABC（Activity　Based　Costing）を導入している。顧客に付加価値を提
供していない業務を合理化し、付加価値を上げている業務は効率化しよう
という作業である。ABCは、顧客に価値を提供しつつ、極限まで効率性
を追求する一っの手段である。常により良いものを求め、絶えず進化しな
くてはならない（石倉，1997，pp．49－50）。
　一方、自由な組織単位で、将来のビジネスを志向して構築されているの
が、ノーツを用いたコミュニケーション・システムである。ロータス・ノー
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ツを用いたコミュニケーションとデータベースは、市場との接点にいるマ
ネジャーが持つ情報、知識、体感を、リアルタイムかつ自由にコミュニケー
ションし、共有することによって、地域に密着した情報や知識を世界規模
で活用し、大きな組織でありながら、（小さな組織のように）柔軟性のあ
る、スピーディな動きを目指している。必要な人が必要なときに、自由か
つリアルタイムで情報を活用・共有することを奨励している。市場の情報
をリアルタイムにコミュニケーションして、地域情報を共有（世界規模）
させる。効率的かつローカルな顧客への密着、顧客満足の向上のためには
有効な情報システムである。このシステムの狙いは、共通の電子メールな
どを用いたコミュニケーションと、各種データベースの構築・共有による、
世界レベルでのスピーディな情報の活用である。必要に応じて次から次に
構築され、共有され、進化させていく。
　マトリックス組織において、組織間の複雑さを解消していくことの重要
性はきわめて大きい。ノーツに統一し、世界レベルでの効率を上げ、時間
と距離を超えて、複雑なコミュニケーションの課題を解決しようとしてい
る。各地に散在する情報を短時間で集め、活用する数千ものデータベース
を用いて、世界規模でリアルタイムの自由な情報のやりとりが可能となる。
顧客などの情報データベース、ディスカッション・データベース、そして
レファレンス・データベースの三つがある。
　縦方向の財務事項中心のコミュニケーションは、横の知識集約型のつな
がりによって補完されてきた。権限委譲と密なコミュニケーションを徹底
するという企業文化こそが、組織を活性化させたのである。組織内に上意
下達、下意上達の双方向に意思疎通の仕組みを確立することである。行動
こそ最大のコミュニケーションだ。急激な事業環境の変化を考えると、迅
速なコミュニケーションは必要不可欠である。
　いろいろな変革を「順序を追って」導入している。規律の厳しい
ABACUSを定着させながら、ロータス・ノーツによる自由な情報システム
を構築している。最初は「統制」によって、事実と数字の重要性をマネジャー
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に認識させてから、世界レベルでのリアルタイムの情報の共有や活用の
“ガ’を能動的に利用させようという「順序」が、「意図的に」とられて
いるようである。顧客に付加価値を提供する活動が明らかになった時点で
ABCを導入した。はっきりとした「意図」を持って、「順序を踏んだ」動
きをしているところに、ABBの素晴らしさがある。順序だけではなく、
rスピード」も重要である。6週間という合併のスピード、数ヵ月以内に
100社近くを買収している。一方、情報への感度を磨く、自主的に情報を
発信・共有するというような人間の意識や行動を変革する動きについては、
時問をとり、順序立てて、段階的に行っており、ここでもバランスがとら
れている（石倉，1997，p．53）。
　順序とスピードのバランスも重要である。個人の自主性を生かすととも
に、個人レベルでの権限と責任を重視する。予測と乖離する場合のスピー
ディな行動の重要性が、数千人のマネジャーに理解され、実践されている。
権限委譲と密なコミュニケーションの徹底、個人の自発性が基盤として、
個を活かす、社員が企業の中で起業家的な思考と行動ができるような考え
方が重要である。
　小さくかつローカルで、極度に分権化された組織が基盤となり、その上
を大規模で世界規模の集中管理システムが覆っているような形態が必要だ。
可能な限り簡素化し、現地化させる。全員が質問でき、意見を自由に述べ
ることができるようにする。
　国際競争激化に対応して、IT武装に生き残りをかける。バーネビックの
主要戦略は、電機技術製品へのフォーカス、西ヨーロッパから北米、東欧、
アジアヘの経営資源の移動、インドや中国のような発展市場の成長への賭
けなどである。このようにして、成熟企業から成長企業への脱皮を図った
のである。
　統合プロセスは、能力の統合と分配によるマネジメント・モデルと呼ぶ
ほうが適切であろう。このモデルにおけるミドル・マネジメントの役割と
は、r能力」を定義し、管理し、割り当てることではなく、能力が組織に
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広く発達するような環境をつくり出し、散らばった能力を統合し、組織力
として使うことのできる横のつながりを築くことである（グロービス訳，
1999，PP．182－183）。
　ABBは、戦略計画と予算・報告プロセスとのギャップを埋めるために、
バランスト・スコアカード（Balanced　Scorecard）（2）を有効に用いている
（Kaplan　and　Norton，2001，pp．283－2851櫻井監訳，2001，pp．355－358）。戦
略が従業員の行動や仕事を変えるような直接的な関連はなく、予算プロセ
スにも影響を与えていなかったし、定期的なレビューのための報告も戦略
に適応していなかった。スコアカードをマネジメントプロセスヘ統合して
いく手続きは以下の通りである。
①戦略をバランスト・スコアカードの目標と測定尺度に落とし込む。
②各戦略目標について中間目標に合わせたストレッチ目標値を設定する。
③バランスト・スコアカードの4つの視点を結びつける因果連鎖図表を示
　す。
④各プログラムを1つ以上のアクションプランに落とし込む。
V．結びに代えて
　個々のメンバー企業に権限を全面的に委譲し、自律的、主体的な経営を
任せつつ、同時に情報システムを通して、全社的な共有、協力、学習を支
援・促進する。個々の強さと全体的なバランスを達成しようとする考慮が
継続的になされている。したがって、価値を創造する戦略経営（Value
Based　Strategic　Management）システムを構築する場合にABBモデルを学
習して、参考にすることは大変有益となろう。特に個人を活かす組織を創
造したいときには、非常に参考となる。徹底的に分権化を進めた小さな事
業会社の同盟という考え方を採用し、しかもすべてが全体的にバランスし
ている。大きいことの利点（サイズ、規模、多様性、安定性）と小さいこ
との利点（柔軟性、対応性、創造性、迅速性）をバランスさせることが可
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能となった。
しかしABB自身も現在苦戦しているように、ABBモデルをそのまま真
似しても、必ずしも成功するとは思えない。組織構成員の意識を変えて、
継続的にイノベーション（innovation）を生み出す仕組みとして、組織全体
として個と全体をバランスさせるビジネスモデルを、どのように構築すべ
きかを慎重に検討し続けなければならない。多くの日本企業が個を尊重す
る組織改革等に基づく戦略的展開により、一日も早く再生することを期待
したい。
注　　記
（1）スウェーデンのウォレンバーグ家は、通信機のエリクソン（Edcsson）、家電
のエレクトロラックス（Electrolux）、自動車のリーブなどスウェーデンの大手企
業を傘下に抱える名門財閥である。ウォレンバーグ家グループの持ち株会社が、
インベスター（lnvestor）である（日経2000／3／6）。
（2）バランスト・スコーアカードとは、財務指標だけではなく、非財務指標をも統
合して、戦略を具体化しようとする戦略業績評価・マネジメントシステムの統合
的な仕組みである。財務（Financia1，株主）、顧客（Customer）、内部ビジネスプ
　ロセス（lntemal　Business　Process）、学習と成長（Leaming　and　Growth）とい
　う視点から、戦略目標（Obiectives）、尺度（Measures）、目標値（Targets）、実
施項目（lnitiatives）を設定しながらより具体化し、実施状況をモニタリングす
　るシステムとして構築されている。これにより、戦略が可視的に具体的な経営活
動に結びつけられる。
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